
障がい者差別解消支援センターの運営状況

岐阜県障がい者差別解消支援センター

（令和４年４月1日～令和５年３月３１日）
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１．相談実績
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１－（１） 相談件数の推移等 （Ｒ４.4.1～R５.３.３１）

◼ 本人からの相談が８割、相談方法は電話相談が中心（９割以上）、メール相談も僅かだがある。
◼ 令和４年４月から令和５年３月末までの相談状況は延べ １５９件。月当たり約１３件。
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①各月ごとの相談件数（延べ件数）
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※相談案件には差別にはあた
らない案件も含みます。
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１－（２） 相談案件内訳①（障がい種別ごとの相談件数）

（単位：件）

障がい種別 R元 R2 R3 Ｒ４

身
体
障
が
い

視覚障がい ６ ２ ３ ７

聴覚障がい 2 ０ １ ２

肢体不自由 1８ １８ ８ １４

内部障がい 0 ０

言語障がい 0 ０

身体障がい 合計 ２６ ２０ １２ ２３

知的障がい １ ２ ４ １

精神障がい ２６ ６０ ３１ ３２

発達障がい ２９ ６９ ６５ ９８

高次脳機能障がい １ ０ ０ ０

難病 1 １ ０ ０

不明・その他 ９ ４ １ ５

合 計 ９３ 156 1１３ １５９

◼障がいの種別で分類すると、精神障がいに発達障がいを合わせると８割以上と大半
を占め、ついで身体障がいの人（肢体不自由）、次に知的障がいのある人となった。
障がい特性として生きづらさを抱える人（同じ人から繰り返し）からの相談が多い。
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視覚・聴覚・
肢体不自由の
方、合わせる
と１割弱



主な相談
内容

R元 R2 R3 R４

民間事業者に
関するもの 30 23 26 27

市町村に関す
るもの 11 12 6 5

県の機関に関
するもの １ １ 2 ０

国の機関に関
するもの 2 2 0 ０

その他 49 118 79 127

計 93 156 113 159

◼主な相談内容としては、民間事業者に関するものが２割弱を占める。相談内容につ
いては、圧倒的にその他（差別ではないが繰り返し相談がある）の相談内容が多い。

１－（２） 相談案件内訳②（主な相談内容別の相談件数）
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◼相談分野別の対応状況は、相談者への助言・調整によるものが8割強と大半を占める。
「聴いてほしい。」という想いを感じとり、話をしっかり聴くことが重要と考えられる。

◼初期対応やｺﾐｭﾆｹｰｼｮﾝ不足による不快な思いから、差別と受け取られることが多い。

１－（２） 相談案件内訳③（相談案件に対する対応状況）

相談分野別 R元 R2 Ｒ3 Ｒ４

相談者への
助言・調整 ７３ 140 102 １３５

関係機関へ
の引継 2 ６ ５ ６

相談者への
情報提供 ８ ５ ３ １０

相談者から
の状況聴取 ５ ３ ２ １

継続中
５ ２ １ ７

計 ９３ 156 113 1５9
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⑦相談分野別の相談件数
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②市町村担当職員研修は、コロナ感染防止のためzoom研修とした。

（各市町村職員研修（出前講座）については、要望があった市町村のみ開催）

③困難事案等についての相談・質問

※随時困難事例等について担当弁護士と連携、岐阜県弁護士会の高齢・障害委員

会で検討後、助言を受けた。（メールでの相談含む）

【第１回 令和４年 ６月１６日 岐阜県弁護士会館（於）】

・ 令和３年度 実績報告、事例検討

１－（３） 岐阜県弁護士会との連携

相談対応にあたり岐阜県弁護士会と連携を行った。

①懇談会の実施

【第２回 令和4年11月15日 岐阜県弁護士会館（於）】

・ 令和4年度 実績報告、事例検討
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２．普及啓発等の取り組み状況
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①市町村担当職員研修（42市町村）

『障がい者差別解消の相談対応に関する市町村担当者研修会』は新型コロナウイルス
の感染拡大防止のためオンライン研修を行った。

※ 3６市町村 4１名参加
※ 令和４年９月１日（木） 岐阜県福祉農業会館６階研修室

講師…岐阜県弁護士会 弁護士 服部 誠一 氏

２－（１） 研修の実施（市町村全圏域研修）

9
オンライン研修会の様子 Ｒ４．９．1



①関市役所 差別解消推進委員研修 （３０名参加） 令和５年 ２/6
②関市役所 差別解消推進委員研修 （１０名参加） 令和５年 ２/9
③土岐市役所 主任、主査代表者 （４０名参加） 令和５年 ２/２２

２－（２） 研修の実施（各市町村）

②各市町村の要請による職員研修（市町村職員研修 2件）
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２－（３） 研修・普及啓発の実施（その他民間事業所、福祉関係機関）

①6/１６（木） 恵那市民児協社会福祉部会研修会 （恵那市中央図書館） 20名参加

②6/28（火） 大垣市障害者団体連絡協議会(大垣市総合福祉会館） 50名参加

③８/ 4 (木） 大垣市社会福祉協議会（看護師実習生） 8名参加

④８/29（月） 大垣市社会福祉協議会（社会福祉士実習生） 8名参加

⑤１1/１8（金） ぎふ権利擁護センター自主学習会 （オンライン研修） ３0名参加

⑥11/24（木） 揖斐川中学校 人権研修(オンライン研修） 260名参加

⑦１２/ ３ (木） 御嵩町ふれあい人権講演会（御嵩町町民） ４８名参加

⑧１/７（土） 社会福祉法人 至誠会 施設職員研修（岐阜市） 10名参加

⑨１/17(火） 中部学院大学 権利擁護研修 70名参加

⑩２/1  （水） 大垣市荒崎小学校 人権講座 50名参加
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２－（４） 研修・普及啓発（民間事業所、相談機関・教育機関等）

⑪2/2 障害者相談員等ブロック研修会（西濃） ８0名参加

⑫２/3          エフピコ愛パック（株）職員研修 2５名参加

⑬２/8        岐阜県知的障害者支援協会相談支援分科会研修 30名参加

⑭2/9 障害者相談員等ブロック研修会（中濃） ８0名参加

⑮２/16        岐阜大学付属小中学校 30名参加

⑯２/17 障害者相談員等ブロック研修会（岐阜） ８0名参加

⑰２/20        〃 （東濃） ８0名参加

⑱2/22 岐阜聖徳学園大学羽島キャンパス 2５名参加

⑲2/28 障害者相談員等ブロック研修会 （飛騨） ８0名参加

⑳３/4          海津市身体障害者青壮年部、施設職員研修 １0名参加

※令和4年度 出前講座件数 市町村２件、民間事業者等２０件 1,0７4名 12



２－（５） 研修・普及啓発の実施（その他民間事業所、福祉関係機関）

・5月… 相談機関・社会福祉法人等 チラシ配布 5０0部
・通年… 出前講座 チラシ配布 １５00部
・年3回…岐阜県社会福祉士会 会員 広報誌記事掲載 1800枚
・2月… 身体障がい者・知的障がい者相談員 チラシ配布 ４00部
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2020年11月26日お知らせ

令和4年6月16日（木）13時30分より恵那市民生児童委員
協議会社会福祉部会に呼んでいただき、障害者差別解消法
について講義とグループワークを行いました。

1時間半という長い時間であるにも関わらず、興味を持っ
てお話を聞いてくださいました。皆さんが、聞き慣れない
法律の話しについて真剣に考え、しっかりと向き合ってく

ださいました。ありがとうございました。

【岐阜県社会福祉士会 秋号】 【ホームページ お知らせ】
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２－（６） ホームページでの発信（普及啓発）

ホームページのお知らせに出前講座などを行った様子等を随時発信した。
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